
県民所得向上対策

　一人当たり県民所得※が長年にわたり低迷するという本県経済の現状を踏まえ、様々な産業の収益性向上、競争
力強化により、良質な雇用の場を創出し、若者の県内定着を図るために、製造業等、農業、水産業、観光業、サービス
産業の産業分野毎に対策を講じています。
　[増加目標：平成27年度を基準に、令和2年度における増加額1,028億円]

○前総合計画の数値目標については、ほぼ計画に沿った進捗が図られてきましたが、本県の課題である人口の減少
と県民所得の低迷に対する取組は更に推進していく必要があります。令和3年度からは、これまでの取組に加え、
新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた地域経済の活性化につながる施策を推進します。
○目標の設定にあたっては、前計画の取組結果の検証を経て、次の目標を決めることが本来の姿ですが、令和2年
度までの県民経済計算の結果が判明するのは令和5年であるため、策定時点で県民所得そのものの目標額を設
定することは困難です。県民所得向上の取組に空白を生じさせないため、設定可能かつできるだけ分かりやすい
目標として、県民所得の増加額を目標として設定し、取組を継続します。
○県民経済計算の判明には期間を要することから、迅速な実績の検証という面で課題があります。そこで、産業分
野毎に県民所得の増に繋がる推進目標、指標を設定し、その目標の達成に取り組むことで県民所得の増を目指し
ていきます。（サービス産業については適当な指標がないことから、県民経済計算を使用）
　※�県民経済計算と統計的に相関性（指標が増加することで県民所得の増に繋がる）があるなど、できるだけ早く
実績の検証ができるような目標。

これまでの取組

令和３年度以降の取組の考え方

※県民所得：県民雇用者報酬、企業所得、財産所得などの地域全体の付加価値の合計。個人の給与所得を示すものではない

製造業550億円、サービス産業175億円、農業93億円、水産業13億円

製 造 業 サービス産業 農　業 水 産 業

○県内製造業の従業員
　�1人あたり付加価値額

の増

○サービス産業の県内総生産額の増 ○生産農業所得額の増 ○�海面漁業・養殖業産出
額の増

11,909千円
（H30）

12,504千円
（R7）

（卸売・小売業、情報通信業、
宿泊・飲食サービス業、等）

・観光業
　観光消費額の増

目　標

18,044億円
（H29）

570億円
（H30）

559人／年
（H30）

1,014億円
（H29,30）

183人／年
（H30）

3,778億円
（H30）

18,764億円
（R7）

686億円
（R7）

641人／年
（R7）

1,060億円
（R7）

210人／年
（R7）

4,137億円
（R7）

累計2,500人（R3〜R7）

総合計画で推進する事業実施 総合計画で推進する事業実施 総合計画で推進する事業実施総合計画で推進する事業実施
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産業分野毎の取組の考え方

❶ 製造業

現
状・課
題

○若年層の人口流出が常態化し、経営者の高齢化や人材不足等が進んでいる。

○AIやIoT、ビッグデータ、ロボットを活用したイノベーションにより、世界中で革新的なビジネスやサービ
スが次々と生み出されている。

○国内企業においては高水準の企業収益や人手不足感の高まりから設備投資は増加傾向にあるが、経済
のデジタル化や第４次産業革命の進展、働き方改革への対応など企業を取り巻く環境は大きく変化して
いる。

○県では、造船業に次ぐ新たな基幹産業の創出を目指し、海洋エネルギー関連産業、AI・IoT・ロボット関連
産業、航空機関連産業の３分野において、今後10年間の道標となるロードマップを策定した。

○航空機エンジン工場の長崎市内への立地や五島市沖が全国で第1号となる「再エネ海域利用法」による
促進区域に指定されるなどの新たな動きがある一方で、基幹産業である造船関連産業は受注量の減少
に伴い非常に厳しい状況となっている。

対
策
の
考
え
方

●�海洋エネルギー関連産業、AI・IoT・ロボット関連産業、航空機関連産業の３分野において、ロードマップに
沿って各分野のクラスター協議会を中心に専門人材の育成やサプライチェーンの構築を推進していく。

●県経済の基盤強化に向けて社会経済の環境変化や企業動向を敏感にとらえながら、本戦略における産
業振興や若者の県内定着や移住対策などの施策に資する戦略的な企業誘致に取り組む。

●企業の競争力強化・付加価値向上、創業や承継による事業の継続・発展、企業間連携や地域が一体となっ
た地域産業活性化の取組等の支援を進めることにより、地場企業の成長促進を図るとともに、若年層を
はじめとする人材を確保しやすい雇用環境の創出にも繋げていく。

取
組（
再
掲
）

成長分野の新産業創出・育成

　①新たな基幹産業の創出（海洋エネルギー関連産業等）
　②新たな基幹産業の創出（AI・IoT・ロボット関連産業）
　③新たな基幹産業の創出（航空機関連産業）
スタートアップの創出

　①スタートアップによる新サービスの創出
製造業の地場企業成長促進

　①競争力の強化による製造業の振興
　②規模拡大による製造業の振興（新型コロナウイルス感染症を踏まえた取組を含む）
　③事業承継及び創業・起業の推進
　④地域産業を支える企業等の成長促進
戦略的、効果的な企業誘致の推進

　①�新たな基幹産業の創出や良質な雇用の場の創出に向けた企業誘致の推進（新型コロナウイルス感染
症を踏まえた取組を含む）
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県民所得向上対策

❷ サービス産業

現
状・課
題

＜地場産業の育成・支援＞
○�本県は人口減少の進行に伴い県内消費が減少している。また、若年層の人口流出が常態化し、経営者の
高齢化や人材不足等も進んでいる。
○超高齢社会や健康意識の高まりを背景にヘルスケア産業の今後の成長が見込まれる。
○�サービス産業の中でも観光関連産業は従業員数や付加価値額が大きなシェアを占めており、今後も国
内外からの観光客の増加が見込まれる。

＜観光業の振興＞
○�国内の人口減少に伴う国内旅行市場の規模縮小や少子高齢化が進行する中、観光客の満足度向上とリ
ピーター化を推進し、観光客数や観光消費額の増加を図る必要がある。
○�新型コロナウイルス感染症の各種感染拡大予防ガイドラインの遵守等をはじめとした観光関連産業にお
ける様々な安全・安心対策への対応や、「新しい生活様式」の普及が求められている。
○�インバウンド及び国際航空路線の誘致等の地域間競争が激化しており、インバウンド向け観光コンテン
ツの磨き上げと受入環境の整備・情報発信や国際定期航空路線の維持・拡大を図っていく必要がある。
○令和4年度の新幹線開業を機に、交流人口の拡大や地域活性化を実現させる必要がある。

対
策
の
考
え
方

＜地場産業の育成・支援＞
●�今後成長が見込まれるヘルスケア産業において、異業種連携によるサービスの複合化や地域資源の活
用等により、付加価値の高いヘルスケアサービスの創出を促進する。
●�企業の競争力強化・付加価値向上、創業や承継による事業の継続・発展、企業間連携や地域が一体となっ
た地域産業活性化の取組等の支援を進めることにより、地場企業の成長促進を図るとともに、若年層を
はじめとする人材を確保しやすい雇用環境の創出にも繋げていく。
●�観光関連産業の宿泊業、飲食業や卸・小売業等に対して、地域経済・雇用の中核として持続的な経営を維
持するため、新型コロナウイルス感染症への対策も含めた支援を行う。また、各地の商工団体が特性を
活かして策定する地域産業活性化計画において、観光関連産業の振興に取り組む事業者を支援する。

＜観光業の振興＞
●�本県ならではの魅力を付加した「観光まちづくり」や外国人、障害者、高齢者など誰もが安心して旅行を楽
しむことができるよう新型コロナウイルス感染症への対策も含めた環境整備を進め、観光客数や観光消
費額を増加させることで、地域や観光産業を活性化していく。
●�海外からの誘客促進等に向けて、これまでに培った歴史や文化、人とのつながりを活かしながら、国や地
域ごとの特性に応じた情報発信やコンテンツの磨き上げ等を行っていく。
●�新幹線開業に向け、地域の魅力づくりや既存観光資源の磨き上げなどの受け入れ体制の構築に向けた取
組を行う。

取
組（
再
掲
）

＜地場産業の育成・支援＞
成長分野の新産業創出・育成
　① 高齢化社会に対応するヘルスケア産業の振興
スタートアップの創出
　① スタートアップによる新サービスの創出
サービス産業の地場企業成長促進
　① 事業承継及び創業・起業の推進
　② 地域産業を支える企業等の成長促進
　③ 観光関連産業等（宿泊業・飲食業等）の振興（新型コロナウイルス感染症を踏まえた取組を含む）
＜観光業の振興＞
地域に新たな価値を付加する魅力ある観光まちづくりの推進
　① 地域住民が主体となって取り組む魅力ある観光まちづくりの推進
　② 「食」のサービス提供の充実と発信、観光情報の訴求力向上
　③ 高付加価値化に取り組む観光事業者への支援（新型コロナウイルス感染症を踏まえた取組を含む）
アジアをはじめとした海外活力の取り込み
　① �環境変化や市場動向を踏まえたインバウンド観光の推進（新型コロナウイルス感染症を踏まえた取組を含む）
九州新幹線西九州ルートの整備と開業効果の拡大
　①新幹線開業に向けたアクションプランの推進（誘客促進、来訪者の満足度向上等）
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❸ 農業

現
状・課
題

〇高齢農家のリタイア等により産地規模が縮小する一方で、1戸当り経営面積は拡大
〇省力化や高単収が期待されるスマート農林業技術の普及拡大
〇担い手への農地集積及び農地基盤整備の加速化
〇市場との関係強化、輸出の取組拡大、食品製造業との連携強化
〇新規就農・就業者の更なる確保及び定着を図る受入態勢の強化
〇高齢化等による農林業者の減少、地域活力の低下
〇農地・林地等の農山村資源の維持保全

対
策
の
考
え
方

●米、園芸、畜産、木材など、地域・品目ごとに所得向上を図る「産地計画」を基軸とし、スマート農林業の展
開などにより、経営規模の拡大、単価・単収の向上、コスト縮減などに取り組み、生産性の高い農林業産地
の育成を図る。
●人・農地・産地プランの実現に向けた農地の基盤整備、水田の汎用化、農地中間管理事業の活用等による
農地利用集積、荒廃農地の利活用を促進する。森林施業の集約化により生産基盤を強化する。
●農林産物の国内外への需要拡大に向け、県産農畜産物のブランド力の向上、地域中核量販店との連携
強化、木材の用途拡大を図るとともに、輸出産地の育成や新規輸出国・品目の開拓を進める。
　農商工連携、加工・業務用産地の育成や有機・特別栽培の取組を強化する。
●産地における受入態勢の整備、農業大学校での実践研修の充実等により新規自営就農者の増大や、就業
環境の改善とマッチング支援などにより農林業の雇用就業者の増大を図る。
●個別指導や専門家の派遣による経営力向上や、外国人等の多様な人材の活用による労力確保対策等を
推進する。
●農山村の魅力や生活関連情報の発信、農地付住居の情報提供などにより半農半X等多様な住民の移住・
定住を促進するとともに、ボランティア等都市住民との協働による地域資源の保全活動により関係人口
の拡大を図る。また、鳥獣害対策の実施などにより暮らしやすい農山村の環境整備や集落機能の向上を
図る。
●中山間地域に対応した営農体系の確立や地域の「顔」となる産品づくり、直売所を拠点とした加工販売な
ど、農山村集落全体で稼ぐ仕組みづくりへの取組を推進する。

取
組（
再
掲
）

農林業の収益性の向上に向けた生産・流通・販売対策の強化
　① 生産性の高い農林業産地の育成
　② 産地の維持拡大に必要な生産基盤の強化
　③ 産地の維持拡大を支える加工・流通・販売対策の強化
地域に密着した産業の担い手の確保・育成
　① 新規就農・就業者の増大
　② 個別経営体の経営力強化（新型コロナウイルス感染症を踏まえた取組を含む）
地域の活力と魅力にあふれる農山漁村づくり
　① 農山漁村集落に人を呼び込む仕組みづくり
　② 農山漁村地域全体で稼ぐ仕組みづくり

180



政策横断プロジェクト県民所得向上対策

❹ 水産業

現
状・課
題

○�漁業経営については、漁業コスト増や魚価低迷などにより経営の安定化・維持が課題。社会情勢や環境
要因などに経営状況が左右されるため、これらの変化に強い経営体の育成が必要。
○�海洋環境の変化等により、水産資源の変動や水産生物の産卵・成育場として重要な藻場の減少が進んで
いる。
○�養殖業では、国内の水産物需要が減少する中、国内外の市場ニーズに対応した魚づくりや販路拡大に必
要な取組を推進する必要がある。
○�国内向け水産物販売については、量販店等のニーズへの対応には一定の成果が出ている一方、お土産
やギフト向けの常温商品等の水産加工品は少なく、零細経営を背景に経営力が弱い。
○�海外市場における産地間競争が激化する中、今後も輸出を継続・拡大していくため、更なる商品力の強化
や安定生産・供給体制の構築等を推進し、海外市場での競争力を高めるとともに、新規輸出ルートの開拓
により輸出拡大を図る必要がある。
○�漁業就業者の減少や人口減少・少子化・高齢化の進行により漁村地域が衰退する中、漁業就業者の更な
る確保と地域を牽引する漁業者の育成を図る必要がある。
○�浜や地域の魅力を向上させ地域の活性化に取り組むとともに、安全で快適な漁村の環境を図る必要が
ある。

対
策
の
考
え
方

●�スマート水産業の推進など環境変化に強い漁業経営体の育成に取り組むとともに、漁業生産を支える水
産資源の維持・増大のための取組を推進する。
●�輸出など新たな需要に対応した養殖業の成長産業化を推進するとともに「即食性」や「簡便性」といった
多様な消費者ニーズに応じた商品づくりに取り組み、県産水産物の販路拡大や、高度衛生管理体制の構
築等による輸出拡大を図る。
●�儲かる姿や労働環境の改善等、水産業の魅力や就業に関する情報発信を強化し、県内外からの人材の受
入体制の充実に取り組み、地域を担う多様な人材を確保・育成する。
●�拠点漁港の生産・流通基盤の強化及び漁港施設の有効活用、異業種との連携を図るとともに、漁業の魅
力や漁村のライフスタイル等の情報発信や移住相談会等を通じて、集落の担い手となる多様な人材の
呼び込みを図り、浜や地域の魅力を活かした漁村づくりを推進する。

取
組（
再
掲
）

漁業所得の向上と持続可能な生産体制の整備
　① 漁業者の経営力強化（新型コロナウイルス感染症を踏まえた取組を含む）
　② 水産資源の維持・増大のための適切な資源管理の推進と漁場づくり
　③ 生産・流通基盤の強化と漁村の賑わい創出に向けた浜の環境整備
　④ 異業種との連携による浜の活性化
養殖業の成長産業化と加工・供給体制の強化
　① 養殖業の成長産業化（新型コロナウイルス感染症を踏まえた取組を含む）
　② 県産水産物の国内販売力の強化
　③ 国外販売力の強化
　④ 高度衛生管理に対応した体制の構築（新型コロナウイルス感染症を踏まえた取組を含む）
地域に密着した産業の担い手の確保・育成
　① 漁業の魅力や就業情報の発信と受入体制の強化
地域の活力と魅力にあふれる農山漁村づくり
　① 農山漁村集落に人を呼び込む仕組みづくり
　② 農山漁村地域全体で稼ぐ仕組みづくり
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